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⑶ 人格否定を含む発言について

人格否定や侮辱的表現を含む発言については、指導の方法として相当性を欠くこと

がほとんどですが（日本ファンド事件＝東京地判平22・７・27労判1016・35）、パワハラに当た

らないと判断した裁判例（東武バス日光ほか事件＝東京高判令３・６・16労判1260・５）もあり

ますので、この点の認定は慎重に行ってください。

� 適切な懲戒権の行使

会社は、パワハラの被害が生じた場合には、迅速かつ適切に対応しなければならず、

その対応の中に行為者に対する「必要な懲戒その他の措置」が含まれるとされていま

す（パワハラ指針４⑶ハ）。会社が職場環境配慮義務を負う以上、パワハラの度合いに応

じて懲戒権の行使を適切に行わなければ、被害者に責任を負うことになります。

他方、懲戒処分が重すぎる場合には、行為者に対して責任を負うことになりますか

ら、会社は両者に配慮すべき、板挟みのような難しい立場に立たされます。

懲戒権の行使については、第１章「〇懲戒処分手続に違法行為があったと社員が主

張する場合」を参照してください。

予防・軽減策

１ 就業規則の整備

パワハラを禁止することを就業規則に明記することで、社員が遵守すべき義務であ

ることを明確にします。

参考書式

〇就業規則（パワハラの禁止） DL

（服務規律）

第〇条 社員は、職場能率の向上及び職場秩序の維持のため、以下の事項を遵守しなけ

ればならない。

⑴ 業務を遂行するに当たり、別途定める「職場のパワーハラスメント防止規程」を

遵守し、社内外を問わず、関係者（役員、社員、派遣社員、業務委託者、取引先社

員を含むがこれに限らない。）に対しこれに違反する行為を行わないこと

〔略〕
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〇適切な指導かパワハラかの判断が困難な場合

Case
Ａ社は、バス運行会社ですが、社員Ｂが、乗客に対し、乱

暴な口調で注意をしたことについて、人事担当役員Ｃが指導の一環として

かなり厳しい口調で叱責しました。これに対し、社員Ｂは、この発言がパ

ワハラに当たるとして、Ａ社及び人事担当役員Ｃに発言の撤回を求めてい

ます。

ポ イ ン ト

� パワハラの定義・具体例

� 不法行為責任、職場環境配慮義務、就業規則違反

� パワハラ該当性の判断

� 適切な指導かパワハラかの判断

� 適切な懲戒権の行使

解 説

� パワハラの定義・具体例

⑴ パワハラの定義

労働施策総合推進法は、職場におけるパワーハラスメント（以下「パワハラ」とい

います。）を「職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって、業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものによりその雇用する労働者の就業環境が害されるこ

と」と定義しました（労働施策推進30の２①）。なお、「優越的な関係」とは、言動を受け

た者が行為者に対して抵抗又は拒絶することができない関係を意味するものであるた

め、上司や部下に対して行う者だけではなく、先輩・後輩間や同僚間、部下から上司

に対して行う行為も、パワハラに該当し得ることになります（パワハラ指針２⑷）。同僚

間のいじめが問題になった裁判例として京都下労働基準監督署長事件（大阪地判平22・

６・23労判1019・75）があります。
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�ポイント�

禁止されるハラスメントについて、本条項にすべてを記載すると、条項が長くなってしま

う可能性があります。そこで、詳細をハラスメント規程に記載することを明記しておくとよ

いです。

参考判例

【心理的負荷を過度に蓄積させるような言動か否かの判断は一般人基準とした上で、海上自

衛隊員に対し、ある程度厳しい指導を行う合理的理由があるものの、指導が違法であった

とされた事例】

（海上自衛隊事件＝福岡高判平20・８・25判時2032・52）

〇海上自衛隊員が護衛艦乗艦中に自殺した事案で、「一般に、人に疲労や心理的負荷等が過度

に蓄積した場合には、心身の健康を損なう危険があると考えられるから、他人に心理的負

荷を過度に蓄積させるような行為は、原則として違法であるというべきであり」「心理的負

荷を過度に蓄積させるような言動かどうかは、原則として、これを受ける者について平均

的な心理的耐性を有する者を基準として客観的に判断されるべきである」とした上で、「海

上自衛隊の護衛艦の機関科に所属する隊員は、日常の業務においても、事故が発生した際

には人命や施設に大損害が及ぶおそれもある上、場合によっては、危険な任務に臨むこと

も想定され、できるだけ早期に担当業務に熟練することが要請されるものであるから、あ

る程度厳しい指導を行う合理的理由はあった」ことを認めたものの、「お前は三曹だろ。三

曹らしい仕事をしろよ。」、「お前は覚えが悪いな。」、「バカかお前は。三曹失格だ。」、「仕事

ができんくせに、三曹とかいうな。」などの言辞は、それ自体Ａを侮辱するものであるばか

りでなく、経験が浅く技能練度が階級に対して劣りがちである曹候出身者であるＡに対す

る術科指導等に当たって述べられたものが多く、かつ、閉鎖的な艦内で直属の上司である

班長から継続的に行われたものであるといった状況を考慮すれば、Ａに対し、心理的負荷

を過度に蓄積させるようなものであったというべきであり、指導の域を超えるものであっ

た」として、違法な行為と認定した。

【第一審では、執拗に叱責したことが不法行為になると判断されたものの、控訴審では、あ

る程度の厳しい指導をすることが執拗な叱責に該当せず、適法であると判断された事例】

（前田道路事件＝高松高判平21・４・23労判990・134）

〇会社内で従業員が自殺した事案で、被害者が上司から架空出来高の計上等の是正を図るよ

うに指示されていたこと、それにもかかわらず、１年以上経過しても是正がされていなか

ったこと、確認のために必要な工事日報が作成されていなかったこと、などから上司が「現

時点ですでに1,800万円の過剰計上の操作をしているのに、過剰計上が解消できるのか、解

消できる訳がなかろうが。」「会社を辞めれば済むと思っているかもしれないが、辞めても

楽にはならないぞ。」などと発言をした点について、第一審は当該発言を違法と評価したが、
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〔中略〕正当な業務の範囲内にあるものというべきであり〔中略〕叱責等が違法なも

のということはできない。」としました。

⑵ 注意・指導が、必要かつ的確なものとされた裁判例

注意・指導が、必要かつ的確なものとされた裁判例として、医療法人財団健和会事

件（東京地判平21・10・15労判999・54）があります。

⑶ 言辞や表現が社会通念上許容される限度を超えていないとされた裁判例

侮辱的な言辞や威圧的な言辞を含むものであっても、社会通念上許される部分があ

ると判断した裁判例として、住宅福祉協会理事らほか事件（東京地判平30・３・29労判1184・

５）があります。また、表現及び侮蔑的表現が社会通念上許容される限度を超えたも

のであるとはいえないとされた裁判例として、東武バス日光ほか事件（東京高判令３・

６・16労判1260・５）があります。

【対 応】

⑴ 適切な指導かパワハラかを判断する視点

パワハラ指針や裁判例を検討しても、最終的には総合考慮をすることになるのです

が、どの要素が重要なのか判然としない場合があります。適切な指導かパワハラかを

判断する際に、わかりやすい視点として、「必要性」と「相当性」というキーワードを

意識しておくことをお勧めします。

⑵ 必要性、相当性の相関関係

まず、①当該指導が、当該業務を達成するために必要なものか否かを検討します。

そもそも、必要性が無いような指示は、それ自体適切な指導とはいえないからです。

例えば、嫌がらせ目的で指導している場合（アークレイファクトリー事件＝大阪高判平25・

10・９労判1083・24）は、そもそも、当該指導の必要性がありません。そして、当該指導

の必要性があることを前提に、②当該指導が、当該業務を達成するために相当なもの

かを判断していくことになります。必要性があり、目的が正当であったとしても、そ

れを達成する限度において、適切な方法をとるべきです。例えば、正確性を要請され

る医療機関においては、都度注意することが必要かつ的確であるとされます（医療法人

財団健和会事件＝東京地判平21・10・15労判999・54）。つまり、指導の必要性が大きければ、

それに応じて、許容される方法も選択肢が増える（相当性がある）という関係にある

といえるでしょう。一方で、一般的な会社で新入社員の導入指導について厳しく指導

をし過ぎることは、業務を覚えるという必要性があったとしても、方法が相当ではな

いと判断される場合があるといえます。
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